
複機能要件理論の不可能性一構造分化仮説の場合一

志田基与師

構造一機能理論の中心になる概念は，構造と機能要件である．構造は社会状態を定め，機能要件は社会
状態を評価したうえで構造を制御する．機能要件を１個だけ仮設するモデルにくらべて，機能要件を２個
以上仮設するモデルは，複雑な問題をかかえる．つまり，機能要件間のコンフリクトが必然であり，なん
らかの仮説的な手続きを導入して，モデルを一義的・決定的なものとしなければならない．
コンフリクトは，複数の機能要件によって１個の構造を制御するために起こる．それならば，購造の

分化」を仮定して，各機能要件に分化した構造を対応させてコンフリクトに対処しようという考えが生ま
れる．
しかしながら，システムが完全に分解可能でないかぎり，このモデルのもとでは，①機能要件の独立性，

②複数の機能要件による非劣解の保障が，一般には両立できないという背理が起こる．そこで’構造の分
化を仮説しても，複機能要件理論に肯定的な解決を与えられないことがあきらかとなる．

(1)本稿は,第56回日本社会学会大会（1983年１０
月１０日，埼玉大学）で行った一般報告（基礎理
論１０）「説明概念としての機能要件」を全面的
に改稿したものである．

１．はじめに

本織課題は,構造-機能理論に,複数の機
能要件(functionalrequisites)を仮設する場
合に起こる問題のひとつ一機能要件に分化し
た構造を対応させるモデルは整合的か-につ
いて解明することである．同様,複数の機能要
件を仮設する場合にかんする考察は，志田
〔１９８０〕〔1982〕でも行ったことがある．本稿
でとりあつかう問題はそれらと重複しない．
本稿のような，理論にたいする批判的検討作
業は，①批判の対象を明確化すること；②批判
の方針を明示すること，の２点が不可欠である．
そこではじめに，批判の対象となる構造一機能
理論を定式化し，複数の機能要件を仮設するこ
との意味をあきらかにする（第２節）．つぎに，
批判のための規準を提示する（第３節）．その
うえで，構造分化の仮説について検討する（第
４，５節）．

2．構造一機能理論の定式化

はじめに，考察の対象となる構造一機能理論
(Structural-FunctionalTheory)を定式化し
よう．これは，構造一機能分析(Structural-
FunctionalAnalysis)の基本的なアイデアを理
想的に体現した，仮想的なモデルである．した
がって，そこには構造一機能分析の骨格か直裁
に表現されており，またその難点も露わに.なっ
ているはずであざ!）

２-１社会状態soc ia l s t a te
社会事象は複雑に連関する．互いに連関する
諸事象を多次元的に記述するために，つぎのよ
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ことを規定する-の組であさ2)構造を大文字
の筆記体であらわす：

うに考えよう．社会事象の個々の項目（制度’
儀礼，階層etc)を，水準変数"1,"2,……
”ルによって記述する．これらの変数を組(tu-

ple)"としてあらわす： J J = { X ' , X 2 , …… , X @ } ,
た だ し , X z E X ,

X j ¥ j z i ( 2 = ｣ , 4 ) . ( 3 )”＝（”'，”２，……，”ん）． （１）

この”を社会状態とよび，小文字であらわす．
社会状態集合xは , " , y ,……などの社会
状態の集合で，論理的に出現可能なすべての社
会状態をあつめたものである．これは，記述の
枠組である水準変数の変域を定めれば，それら
の直積集合として与えられる．水準変数"jの
変域をXZとすれば，以下のように示せる：

X1～ＸｆのまじわりがＸの単元部分集合であ
る，とは，次のようにあらわせば，あきらかで
あろう：

ｊ
n X z = { " ) .
j==1

(4)

これは，構造が社会状態を定める均衡条件で
あることを意味している．すなわち，ある社会
状態が出現するのは，それをもたらす構造のた
めである(§)簡単のために,社会状態と構造とは
１対１対応であるとする．

構造は社会状態を説明する．社会状態を被説
明項とすると，構造は説明項である．それゆえ，
社会状態出現の法則的言明をふくんでいる．
構造の集合を太文字,Sなどであらわす．

■一口皿》ＸＤん汀『・ｚｌ-Ｘ (2)

社会状態集合（およびその部分集合）は，大文
字であらわす．

２-２構造s t r u c t u r e
社会の構造は，社会のく諸部分の相対的に恒

常的なむすびつき＞（富永〔１９８１：３〕）であ
るとか，＜社会的諸変数を結びつける関数（の
関数型）である＞（小室〔１９７４：５８〕）とかい
われる．ここでは，それらの主張をうけて，次
のように定義しよう．社会の構造とは，①社会
状態集合Ｘの非空部分集合の族（部分集合を要
素とする集合）であり；②それら部分集合のま
じわりがＸの単元部分集合であるもの，のこと
である．以下説明しよう．
構造の要素がＸの部分集合である，とは，構
造が水準変数の相互連関を制約する働きをもつ
ことをいう．つまり，社会の構造は，社会状態
集合における制約条件一ある種の社会状態は
出現せず，特定のタイプの社会状態が出現する

２-３機能要件functionalreqUisite
構造に対応して社会状態は一義に定まるが，

構造移行の一般的な法則が発見されるわけでは
ない．ことなる種々の構造のあいだにどのよう
な関係があるのかを述べるために，機能要件の
概念が導入される．いうまでもなく，ここに構
造一機能理論のもっとも大きな特徴がある．
a)機能要件の存在は，社会の達成すべき目

的が定められていることを意味する．目的の達
成度に応じて社会状態に（それゆえ間接的には
構造に）評価が与えられる．この評価を，志田
(1980:115ff)にしたがって，社会状態Ｘ上
で定義される弱順序とみなす．弱順序Ｒは，１）
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” ＊：最大元 < = > " * E X 1八
V " E X ' : ( " * , " ) E R .，

反射律；２)連結律；３)推移律を満足する，社会
状態集合Ｘ上の２項関係である： (6)

最大元は,Rが弱順序であるとき，つねに存在
する（鈴村[1982:85ff,137ff]) .
c)一般に，構造一機能理論では，複数の機

能要件の存在を仮定する．このことを，志田
〔１９８０：１２０〕にならって,X上で有限定数九
個（”≧２）の弱順序を定義することとす,ざ§）
機能要件を’個だけ仮設する立場を単要件論，
２個以上仮設する立場を複要件論といおう機
能要件をFRと略し，複数あるときには,FR1,
FR2,……と表記する．単要件論,複要件論を
図示すると，それぞれ図２-１，２一２のよう
になる

( " , y ) E R g X × X ;
1 ) V " E X :

( " , " ) E R ;
2 ) V " , y E X :

( " , y ) E R V ( y , " ) E R ;
3 ) V " , y , z E X :

( " , y ) E R A ( y , z ) E R
= > ( " , z ) E R . （５）

目的の存在は，このような目的達成度の順序づ
けの存在と同値である．そこで，以下機能要件
が存在することと,X上で弱順序を定義する
（それゆえ構造の集合Ｓ上で弱順序を定義す
る）ことを同一のことがらとしてとりあつかう．
b)機能要件が存在すると述べることは，そ

れだけでは法則的言明ではない．構造の変動・
変異を説明する言明を，機能要件に関連させて
述べる必要がある．
社会状態は機能要件によって評価される．そ
の評価は構造にフィード・バックする．機能要
件は，したがって，構造にフィード・バック制
御をかける．こうして，構造は機能要件の与え
る制御の言明によって説明される．機能要件は，
構造にかんする説明項である．
機能要件の存在と構造の出現とを結びつける

法則的言明の可能性は，多様である（恒松他
[1981:１６２ff]).しかし，ここでは適当な
順序のつけ換えを行ったうえで，目的の最適充
足(最大化原理)を仮定すぎ4)目的の最適充足
とは,Rについての最大元"*が存在すること
をいう．最大元”＊は,Xの任意の非空部分集
合X1について，つぎのように定義できる：

｡…･･･…･一少ＦＲ

ｌ機能的制御
必

↓構造的決定
･・・・・･･･…・・・”

図２-１：単要件論
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以上が，批判の対象である構造一機能理論の
定式化である．
（１）構造一機能理論の定式化の方針については，恒
松他〔1981〕および橋爪他〔1984〕を見よ．この
定式化は，一般に流布し，構造一機能分析とよぱ
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れるものとは，一見ことなる．しかし，副次的な
難点はすべて解消されたとみなした上で，構造一
機能分析の基本的な主張を理想的に体現するよう
モデルを組み立てると，必ずこのようになる．

(2)＜諸部分の相対的に恒常的なむすびつき＞が意
味することは，水準変数の変動の波及をうけない
性質を意味する（この性質を時間的な不変性と考
えてはならない）．このことは，水準変数をく結
びらつける関数（の関数型）＞と理解するのがよい．

関数型は変数の変動にたいして不変である．さら
に，通例社会学が「社会構造」とよぶもの-価

値や規範など-は，（行為理論の枠組で）人々
の行為を制約する働きをしている．１個の関数型
は変数の相互連関を制約する．したがって構造の

存在を，広義に考えれば，制約条件(Xの部分集
合）の組と等置することができるのである．

(3)われわれの定式化の方針にもとづき，構造は社

会状態を一義的に決定すると仮定する．これは構
造一機能理論にたいして有利な理想化である．次
節の規準３．１．２を参照のこと．

(4)この仮定は，機能要件の概念，構造一機能理論
の定式化になんら本質的な変更をもたらすもので

はない．恒松他[1981:163f),志田(1980)

〔1982〕を参照のことも
(5)この定式化にたいする反論は，高木〔1983〕に
みられる．しかし恒松他〔1983〕にみえるとおり，

筆者は高木の批判をうけいれない．

たさなければならない規準，である．これらの
規準をみたさないとき，それぞれ，理論として，
構造一機能理論として，複要件論として不適当
である．なぜならば，これらの規準は，理論，

構造一機能理論，複要件論の必要条件になって
いるからである．このほかにも，ぜひ満足しな
ければいけない規準もあるであろう．しかし，
ここでの規準をみたさない場合，それだけで十
分に批判される理由になるのである．

３-１理論一般についての規準
理論とは，説明を与えるものである．説明と

は，前提と法則的諸言明から，被説明項を一義
的に演緯することである．そのために，用語が
多義的であったり，論理矛盾があったりしては
いけないことはもちろんである．さらに，ここ
では次の３規準を明示的に述べておく：

（３．１．１）理論は，前提の変動にたいし
て一般性をもたなくてはならない；

（３．１．２）理論は，被説明項を一義的に
演緯できなければならない-

たんに，前提が変動するのに応じて被説明項
を演鐸できるだけでなく，つぎのことも要請さ
れる：

3．批判の諸規準 （３．１．３）説明にとって必要ではない
(冗長な）法則的言明や概念を用いてはな
らない．つぎに，批判の方法について述べよう．第２

節で定式化した構造一機能理論は，以下のよう
な諸規準を満足しなければならない．それらは
順に,i)理論一般がみたさなければならない規
準;ii)構造一機能理論であるためにみたさなけ
ればならない規準;IID複要件論であるためにみ

これを簡潔性の規準という。
この他に，実証との整合性の問題があるが，

本稿の以下の議論とは直接の関係がないので省
略す設)しかし,実証との整合性を問題にする
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なんの関係もないためには，はじめの２規準を満足することが必
要である．

つまり，任意の順序づけの組が出現しうるわけ
である．
つぎに，３．２．２に並行する規準として；

３-２構造一機能理論についての規準
批判の対象が前節で概観した構造一機能理論
であるから，以下の規準をみたすものとする．
まず，前項の諸規準をみたすことはいうまでも
ない．さらに；

（３．３．２）順序づけの組によって与えら
れる社会状態のうち１個は，非劣解でなげ
ればならない．

（３．２．１）機能要件は，説明のために要
請された仮説構成体(hypotheticalcon-
struct)である．

この規準には補足説明が必要である．非劣解
（またはPareto最適解）とは,2つ以上の目
的があるとき，どれか１個の目的の達成度を下
げないかぎり，どの目的の達成度もあげられな
い解をいう．Pjを機能要件FRjによって与え
られる，非対称成分とする：

それゆえ，直接観察されることはなく，存在も
確認できない．もし観測されるなんらかの変数
ならば，理論は，①因果論，または②相互連関
論に帰着する．
つぎに，単要件論がみたす規準として； PZ={ ( " , y )1 ( " , y )ERZ , (y, " )ERZ}

(7)

（３．２．２）単要件論とは，構造を１個の
機能要件の最適解として説明するもののこ
とである．

"0がＸの部分集合X1の非劣解であることは；

V " E X ' :
( " , " ｡ ) E j Q : ( P j n x '(","｡)医ｊＱ,（ｐｊｎＸ'×X'),(8)これらの諸規準は，どれも構造一機能理論の

本質を規定する重要なものである．
また，つぎのことを仮定しておく： で与えられる．このとき，すべての目的の達成

度をそろってひき上げること（せいぜい以前の
水準にとどめること）はできない．順序づけの
組によって複要件論の与える解の集合をXoとす
ぷ)非劣解の集合をEとする.Xo,EともにＸ
の部分集合であり，ここで述べたことは以下の
式で示される：

(3.2.3)単要件論は説明に成功すぎ3)

３-３複要件論についての規準
複要件論はもちろん，３．１．１～３．２．１の

諸規準をみたすものとする．さらにつぎの規準
を満足しなければならない：

XonE童画 (9)

（３．３．１）複要件論では，複数の機能要
件は独立であり，順序づけについて互いに この規準と３．１．２を同時にみたすならば，
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Xoは単元集合{"｡}であり； の方向へと制御するか，機能要件の間に一致は
ない．つまり，複要件論は，要件間対立のため
に，そのままでは決定性がない（３．１．２）．
もっとも単純な例でこのことを示しておこう．

機能要件は２個(FR１とFR２) '社会状態も
２個（”とy)とする．FR１による順序づけ
が錘 , yの順 , F R２によっては y , " の順と
すれば，社会状態が”のときFR２が,yのとき
FR1が最適充足されていないことは，あきらか
である．しかも，この例においては,FR１(あ
るいはFR２)だけを仮設するときの決定性が失
われている．
複要件論が理論として成功するためには，新
たな仮説を追加しなければならない．実現され，
記述されている社会状態はつねに一意である．
したがって，要件間対立にもかかわらず，構造
は一義的に決定されていると考えざるをえない．
複要件論には，要件間対立による非決定性を解
消して，社会状態を一意に決定する手続き（仮
説)が,必要不可欠なのであ設）
以下では，この手続きの種々の可能性につい
て検討しよう．

{ " o } c E . ⑩

すなわち,複要件論の与える社会状態は，非
劣解であることを帰結する．次節以下検討する
ように，複数の機能要件を同時に最適化するこ
とはできない．しかし，せいぜい非劣解の集合
のなかに決定がなければ，複要件論の体裁をな
さないことは自明であろう．
（１）理論にかんするわれわれの規準については，橋
爪他〔1984:第２節〕を参照のこと．
（２）これは本来，それ自体を独立に考察の対象とす
べき主張である（たとえば恒松他〔1981〕）．し

かし，複要件論の可能性を，とくに単要件論との
対比で議論する場合，仮定として採用してもかま
わない．この仮定は構造一機能理論に有利にはた
らくからである．

（３）もちろん,Xoの性質は,複要件論のモデルに具
体的に仮定される仮説の種類によってことなる．
場合によっては空であることもあろう．ただし，
解（の集合）を与える手続きと，それが非劣解で
あることは，論理的には独立である．

４-２要件間対立の不在
第１の可能性は，「要件間対立は存在しな
い」と主張することである．理論の公理（もう
それ以上の論拠を問う必要のない前提）である
にせよ，別系統の前提から導出される主張であ
るにせよ，要件間対立が存在しないと主張する
ことはできる．
しかし，この主張は，複要件論としては自明

に不合理を招くことになる．
a)複数ある機能要件を独立に最適充足する

ことがつねに可能ならば，それらは同一の定義
域（社会状態集合X)をもつとはいえない．な
んの連関もないのである．可能な解釈は，社会

4．要件間対立とその解決法

４-１要件間対立
複要件論は，要件間対立一機能要件間のコ
ンフリクト，トレードオフ，評価のくいちがい
-を必然的に内蔵する．なぜならば，各機能

要件は個々独立である（３．３．１）ために，同
一の社会状態に与える評価は，一般には（３．１．

１）ことなるからである．１個の機能要件が単
独で構造を制御するならば，構造はその機能要
件にふさわしいものとなる（３．２．３）．しか
し，複数の機能要件が存在するとき，構造をど
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消していることがわかる．
３行目は，２行目同様の状況であるが，上位

機能要件には，非決定性の解消能力がない．非
決定性の解消は上位機能要件の仮設と無関係と
いってよい．
４行目は，下位の機能要件の間には対立がな

いが，上下間の対立が存在する場合である．こ
のとき，上位機能要件が優先している．
５行目は，４行目と同じ状況のもとで，上位

の機能要件が優先しないことを示している．も
ともと下位機能要件間に要件間対立はなかった
から，規準３．３．２により，社会状態が”にな
るのが当然である．したがって，このような上
位機能要件を要請する必要は認められない．
以上を整理すると，仮設して意味のある上位
機能要件は，１，２，４行目のような性質をも
つものに限られる．ところが，いずれの場合で

あろうとも社会状態は上位機能要件によって制
御されるものとみなせる．すなわち，上位機能
要件を仮設する場合は，上位のそれのみを仮設
する単要件論に帰着する（３．１．３および３．２‘
２）．

状態が独立に変化できるいくつかの部門からな
っていて，各機能要件はそれらの上で定義され
る，というものである．このときは，社会を独
立な部門に分割して，そのそれぞれに１個の機
能要件を仮設する単要件論のモデルによって説
明を与えられる．しかし，単要件論のモデルの
並行する場合のみを複要件論とよぶのは妥当で
ない．
b)「ある機能要件の最適充足が，自動的に

他の機能要件の最適充足をみちびく」と考えて
も不合理である．この場合は，任意の１個の機
能要件に着目すれば，説明のために必要な情報
をすべてえることができる（なぜなら，どの機
能要件も同一の構造・社会状態の出現を帰結す
るからである）．それゆえ，冗個の機能要件の

うち，〃-１個は説明にとって冗長な概念とい
うことになる‘規準３．１．３によってそれらを
除去し，単要件論に帰着するのは同様に自明で
ある．

４-３上位機能要件の仮設
では，上位の機能要件（「調整」とでもよぶ
ことにする)を仮説す乳どうなるか？この
場合も，前項同様に不合理を生む.
上位機能要件がどのように作動するか考えて
みればよい．
ここでも，もっとも単純な例で考えよう．表
４-１が与える例によって，問題の本質は尽き
ていざ§)上位の機能要件をFRCとし，下位を
FR1,FR2のふたつで代表させる．理論の帰
結する社会状態を表の右端に示す（規準３．１．
２）による．
１行目の状況では，規準３．３．２により社会

状態は”になる．
２行目は，要件間対立の存在を示している．

上位機能要件は要件間対立による非決定性を解

４-４機能要件の合成
複数の機能要件の存在は，一般には社会状態
を一意に定めない．また「調整」のような上位
機能要件を仮設しても，単要件論に帰着した．
それでは,i)複数の機能要件を仮設すること
が説明に必要であり;ii)社会状態を一義的に演
緯でき;lli)構造一機能理論の説明形式の範囲内
にある，複要件論は存在可能であろうか？
可能性はすくなくとも２通りある．１つは，
機能要件の組から特定の手続きによって１個の
総合評価（それ自体が１つの機能要件である）
を構成する方鮭ある.この方法は一見有望に
みえる．しかし，きわめて妥当な条件を満足す
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る機能要件合成の手続きが存在しないために，
不可能である（志田〔１９８０〕〔１９８２〕）．また，
課される条件をゆるめることにも強い疑問があ
る（志田〔１９８２〕）．
いま１つは，各機能要件にたいして，一定の

部門についての決定力を仮定する方法である．
社会状態は，個々の機能要件による部分的な決
定の「結果」として説明される．次節でこの方
法を検討しよう．

に与えられた機能要件の組から購成」される点
に注意．

5．構造分化モデル

５-１構造の分化
いままでの考察により，複数の機能要件から

ただちに構造を決定することは，きわめて困難
であることがあきらかとなった．そこで，個々
の機能要件に応じて，部分的な決定をつなぎあ
わせて社会状態を定めようと考える．各機能要
件に部分的な決定力を与えるためには，どうす
ればよいか？各機能要件に対応するように構
造を分化させればよい．
構造が，機能要件に対応して分化する，とは

つぎのようなことである．冗個の機能要件
( F R ' , …… , F R " )に応じて，構造を〃次
元に分解する．つまり，構造J』は，下位構造
週’，……，且”の組である：

表４-１：上位機能要件の仮設

(1)要件間対立の存在は，理論内部の論理的な問題
である．実際に観察される対立を説明するもので
ないことに注意（ただし，対立を記述するある種
のモデルは，複要件論の体裁をとる）．規準３．
１．２によって，要件間対立が存在する機能要件
の組についても，説明が成功しなければならない

規準３．２．１によって，要件間対立による非決定
性の解消は，経験的な手続きによって行うことが
できない．したがって，ここで述べたように，理
論中に仮説を追加するほかはないのである．

(2)３個以上の機能要件を仮設するならば，そのう
ちの１個を上位機能要件としても，事情は同様で
ある．

(3)表４-１における社会状態",yは任意のもの
であるとする．そうすると，上位機能要件を仮設
して起こりうる場合は，表の５行につきている．

(4)前項で述べた上位機能要件は，先験的に与えら
れるものであった．しかし，総合評価は，はじめ

必＝（且’，必２，……，‘』』”）． 伽

各FRZに各下位構造吻をわりあてる.@JJ2,
……，必”の値が定まったとき，‘』』'の値がなお
一義的でない（選択の余地がある）とき，‘』』’

は他の下位構造から分化している．同様のこと
を，必２，……，必泌にたいしても仮定する．こ
のとき，各機能要件は自らにわりふられた下位
構造の選択肢から，他の機能要件による決定と
は（相対的にせよ）独立に下位構造を決定でき
毅)(2)
各下位構造が決定される（それゆえ構造全体
が決定される）と，社会状態も一義に決定され
る．機能要件が評価を与えているのは社会状態
であるから，各機能要件の充足度は，自らの下
位構造決定のみにではなく，他のそれにも依存
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していざ§）
もちろん，各機能要件は社会全体の目的とし

て，社会全体を指向している．構造分化モデル
でも，各機能要件はシステム全体の機能要件で
ある．ただ，直接に制御できる構造が制限され
ているわけである．
以上をまとめて述べよう．構造分化の仮説と
は；１)各機能要件は，社会的相互連関・投入産
出の結果である社会状態に評価を与えている；
ii)その評価に応じて，各機能要件に対応して分
化した下位構造がそれぞれ独立に決定される；
ili)その結果,構造が決定され，社会状態もまた
決定される（図５-１）．

FR2についてはグ1,"2としよう．機能要件，
下位構造の個数とも容易に３個以上の場合に拡
張できる．
社会状態は,FR1 ,FR2の機能要件が下位

構造を決定すると定まる．構造（必’，グ’）に
対応して定まる社会状態を”；（必’，ｙ２）に
は y ; ( 必 2 , " ' ) に は Z : ( & J J 2 , " 2 ) に は
めが定まるものとする．これを表５-１にあら

わしておく．

｡ ● ● ● 巳 ● ● ● ■ ● ● ● ● ●
■ ● ● ■ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ② ● ｅ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●●
、 ↓● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ↓↓● ●
● ●
ｐ ●
● ● FR7zFR１ FR２・…･……．Ｄ Ｃ
● Ｏ
● ｡ ↓↓ ＩＣ □
● ●
● ●
● ●

必祁● ● ヘミ近／／必● ●
● ●
● ●
● ●
● ●
● ●
● ● ・
● ■
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● O ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

．…………..….…．．…．。…”．…．….o………・…。。…。．●

表５-１：最単純構造分化

表の内部の４個のセルが社会状態集合Ｘを構
成する：図５-１：構造分化モデル

⑫X = { " , y , z , " }こう考えると，各機能要件を統合したり，制

御を一元化したりするようなやっかいな問題を
回避しつつ，社会状態の説明ができそうであ
き4)しかし,このﾓﾃﾙもまたきわめて重大な
難点に逢着する．つぎに批判にうつろう．

FR1とFR2はＸに独立に順序づけを与えられ
る（３．３．１）．そこで，.以下の弱順序（左ほ
ど上位に表示）の組がＸに与えられる場合が必
ず生じる：

５-２構造分化モデルの難点

構造の分化を仮定しても，複要件論はきわめ
て重大な難点につきあたる．以下，その難点の
もっとも単純な場合について論証する．そうし
ても，一般性を全く失うことなく，難点の所在
を明瞭にできるからである．
簡単のため，機能要件はFR1,FR2の２個
とする．また，各機能要件がとりうる下位構造
もそれぞれ２個,FR1については‘』』1,"2;

F R 1 : z 必 〃 ｙ

F R 2 : y " " z ⑬

さて，このときFR1によってもたらされる
下位構造は,FR2による決定とは無関係に‘』』２
である．なぜなら,FR2の決定がｙ’であると
き，実現される社会状態は”またはＺにかぎら
れる（表の上段を横に見よ);FR1にと-･ては
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ｚが”より上位にある（⑬によって，よりよく
評価されている）；社会にとって，社会状態を
ｚにすることがFR1をよりよく充足するために

要請される；そこでFR２による決定がグ'であ
るなら,FR1の決定は必２となる：今度は，
FR２による決定がグ2であるとしよう（表の下
段を横に見よ) ; yとz "とでは,FR 'はめをと
るべきであり,FR1によって再びｇ２がとられ
る：すなわち,FR２決定が"1,"2のどちらで
あろうとも,FR,の決定はｇ２に定まま）
全と同様の事情がFR２のがわにもいえる（今

度は表をたてに見よ) .FR２もまた,FR１の
決定とは無関係にク2をとることが容易に知ら
れる．
FR1によってはｇ２が,FR２によってはう２

が決定されるとすれば，全体の構造は（‘』』２，
〃2）に，したがって社会状態はめに定まること
になる．つまり，表５-１，個の順序づけの組
のもとでは,”が均衡解であざ§）
しかし，この場合にもたらされた均衡解の内

実を検討すれば，難点はただちにあきらかとな
る．側をみれば,FR１,FR２に共通して”よ
りもよく評価される”が存在する．”は実現す
ることが可能であり（構造（且］，"'）によっ
て実現可能），〃よりも文句なしにすぐれてい
る（〃から”に移ることによって,FR1の充足
度もFR２の充足度も向上させることができる）
のに，”は実現されない．つまり，構造分化ﾓ
ﾃﾙは非劣解を保障しな↓(1)規準3３２に抵
触している．これを定理の形で述べておこう：

るが，そのために複要件論としてもっとも重要
な特徴である，非劣解を保障する条件から逸脱
していざ§）
非劣解を保障するためには，構造分化による

部分的決定の仮説を捨てなければいけない．こ
れは，構造分化モデルが，複要件論として不可
能であることを示している．
（１）この仮説は，通常行われている購造分化」の

仮説とは異質なものである．通常の購造分化」
は，経験的な妥当性を判断できる主張であるか，

または経験的一般化の言明であると考えられる．
たとえば,Parsons&Smeiser(1956)におけ
る構造分化の主張はそう解釈するのがよかろう．
しかし，ここで述べた内容は，理論内部の仮説的

な主張であって，経験的な判断を直接に下すこと
はできない．なぜならば，水準変数の間に相互連
関があるいじよう，機能要件の充足度を通じて，
結局構造の間には同時決定性がうまれてしまうか

むらである．

(2)個々の機能要件が，わりあてられた構造につい

ては自己決定できる，とするよりもずっと弱い決
定力を持たせることも可能である．たとえば，た
かだか２個の構造のあいだでは決定力を持つ機能

要件が２個は存在する，などというのもその１つ
である．しかし，この場合にも，適当な条件を満

足しようとすると複要件論が失敗することは，田
代〔1983〕によって示された．

(3)このことは,AGIL図式(Parsons&Smelser

〔1956〕）における，瞳界相互交換｣の仮説のあ
る側面にたいする解釈ともいえる．われわれは，
AGIL図式については，別系統の批判(AGIL

図式の決定性をあらかじめ仮定するのではなく，
図式中の諸仮説を同時に要請すると決定性がそこ
なわれる）をした.恒松他(1982:９ff)(1983
:１５９ff)を参照のこと，また高木(1983:１４７

f)をも参照．

構造分化モデルは,非劣解を保障するこ
とができない．

これの意味することは明白である．構造分化
モデルは，要件間対立による非決定性を解消す
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(8)さらに膳劇的な」定理の解釈はこうである：
はじめに解が”にあった（非劣解）とする.FR1

もFR2もJJ2,"2に下位構造を制御することに
よって，全体システムの機能要件充足度を向上さ
せられる．しかし，事実互いにそうすることに
よって，以前よりも状況を悪くしてしまう．こ
の定理は，ケームの理論では「囚人のディレ.ムマ
(prisoner'sdilemma)」として知られていた
ことがらである（鈴村〔1982：第２章〕）．

(4)留保条件をつければ，まだ，解の存在も安定も
保証されたわけではない．このことは別に検討を
要する大問題である．しかし，例によってこの点
は構造一機能理論にとって有利に解釈しておく．

すなわち，なんらかの仮説がはたらいて，規準
３．１．２を満足するよう，一義に社会状態を決定
できるものとする．

(5)このように,FR1による決定がFR2による決
定のいかんにかかわりなく定まるとき,FR1に
伎配戦略がある」という．支配戦略という用語
は,ケームの理論(theoryofgame)で用いられ
る．ここで定式化した構造分化モデルは，その枠

組がそっくりそのままケームの理論の枠組に置き
かえが可能である．つまり，各機能要件はケーム

のプレイヤーであって，自らが選択できる下位構
造の選択肢をあやつって，（システム全体を準拠
とする）機能要件充足度を上昇させようとする．

以下，適宜にケームの理論の用語を用いることに
しよう．

（６）このように，他の選択（下位構造の決定）がか
わらないかぎり，その戦略（決定）をとりつづけ
るのがよい，という状態がすべてのプレイヤー

（機能要件）になりたつ場合を，ケームの理論で
はNash均衡解とよぶ．

（７）非劣解の定義((8)式)によって," ,y,zは
非劣解であり,uﾉはちがう．

6．結語

以上考察したように，複要件論を構造分化モ
デルによって救うことはきわめて困難である．
また，志田〔１９８０〕〔１９８２〕の内容をも考えあ
わせると，複要件論そのものの成立可能性がき
わめて疑わしいものであることが，あきらかと
なる．少なくとも，複要件論にたつ論者は，自
身のたてるモデルの整合性・成立可能性にもっ
と気をくばるべきであろう．
複要件論だけでなく，構造一機能分析にはさ
まざまの未解決の問題が残されている．本稿で
は，仮に解決されたものとみなした論点のなか
にもそのようなものがある．構造一機能分析を
とりまく諸論点は，橋爪他〔1984〕に概説され
ている．本稿とあわせて通読いただきたい．
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西村稗一・三宮信夫・茨木俊秀１９８２『最適化』（岩波講座情報科学１９），岩波書店．

E c o n om v a n d S o c i e t y : A S t u d y i n t h e i EＩｔｅ一一P a r sons , Ta l c o t t&Sme l s e r,Ne i l J、１９５６
RoutledgeandKeganPaul．=1958ﾉ''1９５９【〕ｎｏｔ皿ｃｏｎｏｎｌｌｃａｎｑＤｃ

富永健一(訳)，『経済と社会I,Ⅱ』，岩波書店．
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志田基与師１９８０職能理論の説明形式」，「ソシオロゴス』４：１１２-１２５．
-１９８２職能要件論と許容域-２分法的評価の限界司，『ソシオロゴス」６：16 - 2 8．

志水清孝１９８２『多目的と競争の理論』，共立出版．
鈴村興太郎１９８２『経済計画理論』（第２版経済学全集１４），筑摩書房．
高木英至１９８３職能理論は不可能か？」，『ソシオロゴス』７：142-154．
田代秀敏１９８３「中範囲理論の一般不可能性一構造一機能理論は経験的研究に適用可能か司，『ソ

シオロゴス』７：166-179．

富永健一１９８１「社会構造の基礎理論」，安田三郎他(編）『基礎社会学Ⅳ』：２-３３．
恒松直幸・橋爪大三郎・志田基与師１９８１職能要件と構造変動仮説一構造一機能分析のidentity

crisis-」，『ソシオロゴス』5:152-168.
1982｢Parsonsの構造一機能分析-彼自身による展開／その批判的再構成一」，『ソシ

オロゴス』６：１-１４．
-１９８３職能理論は不可能である-高木英至職能理論は不可能か？」の批判にこたえる-引，

『ソシオロゴス』７：155-163．
吉田民人１９７４「社会体系の一般変動理論」，青井(編)〔１９７４：189-238〕、
-１９８１脚学的説明の集合論的構造一一構造一機能理論再考一」（第54回日本社会学会大会

一般研究報告）．

〈補注＞原稿を編集委員会に提出した後に永田〔1984〕の原稿と校正稿に接した．その論旨は，超ケーム的解
法によって｢囚人のディレムマ｣を解消する可能性がある，というものである．これは一見すると本稿の主張の不
成立を示唆するので,一言注記しよう．結論を述べれば;永田〔1984〕の論証は,本稿の主張を変えない.その理由
は，一部は技術的な，多くは解釈上のものである.(i)永田の論証には利得の実数値表示が必要であるが，本稿の
定理は一般に序数的評価の範囲で成立する．構造一機能理論の文脈で，基数的な評価に積極的な意義が見出せる
か疑問である．(ii)永田の論証によれば；①各行為者は，原ケームを超ケームにおきかえ，戦略の連鎖を選択する
；②そのさい本質的なのは，連鎖の１回目にとる戦略であり，それは（原ケームの利得から定義される）総合利

● ● ● ● ● ● ●

得にもとづく（総合利得によって評価しなおして決定を行う）；③ディレムマの解消には，一定の制約が必要で
ある.(総合禾嶋が永田の条件をみたすよう制約されると，原ケームのディレムマが解消する）．これにたいして
本稿では，定理の前提として，規準3．３．１（評価の組の無制約性）を動かしがたいものとして仮定している．
永田の条件をみとめれば，総合利得は無制約ではなｈ永田の解法により，本稿の定理を回避すると，規律３．３．
１は有名無実のものになるので，構造一機能理論の文脈からはうけいれられない．もちろん，永田〔1984〕は十

分に有意味である．交換理論の文脈でいえば，上述の制約を，規範によって与えるのではなく，行為者の自律的
な制約として与えることができる，と解釈するものであり，制約自体を与えることは前提とされている．本稿と
永田〔1984〕との主張の相違は，同一の形式が，位置する文脈によってことなる解釈をうける一例である．
<文献補遺＞永田えり子１９８４「互酬性の個人合理的な基礎」，『ソシオロゴス』８：108-118

（しだきよし）
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